民有地緑化推進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、民有地において行われる広島市地球温暖化対策等の推進に関する条例（平成２１年広島市条例第３１号。以下「条例」という。）第２８条第１項に規定する特定緑化建築物等（以下「特定緑化建築物等」という。）の緑化を推進するため、民有地に係る特定緑化建築物等の緑化を推進する事業（以下「民有地緑化推進事業」という。）の実施に要する経費に対し、予算の範囲内において民有地緑化推進事業補助金（第３条第２項を除き、以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、この要綱に定めるもののほか広島市補助金等交付規則（昭和３６年広島市規則第５８号。以下「規則」という。）の定めるところによる。
（補助金交付対象事業）

第２条　補助金の交付対象となる民有地緑化推進事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる要件を満たすものとする。

⑴　当該建築物等に係る緑化率（条例第２８条第２項に規定するところにより算定される割合をいう。以下同じ。）が、同条関係の別表に定められた当該建築物等に適用される割合を一定量（４０平方メートルを敷地面積で除して求められる率又は１パーセントのうち低い方の率）上回るものであること。
⑵　補助金の交付申請を行う年度内に着手し、かつ、完了するものであること。
⑶　国、地方公共団体、独立行政法人(独立行政法人通則法(平成１１年法律第１０３号)第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。)、地方独立行政法人(地方独立行政法人法(平成１５年法律第１１８号)第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。)及びその他の公法人が行うものでないこと。

（補助対象経費等）

第３条　補助の対象となる経費は、建築物等の新築、増築又は改築に際して、緑化施設等（条例第２８条第２項に掲げる緑化施設等及びかん水施設をいう。以下同じ。）を整備するために要する経費（以下「対象経費」という。）とする。
２　前項の規定にかかわらず、別途、広島市から補助事業に対し工事に要する経費の一部についての補助金が交付される場合の対象経費は、緑化施設等を整備するために要する経費から当該交付の対象となる経費を除いた経費とする。当該建築物等に係る緑化率の算定に当たっても、同様に緑化施設等面積から、当該交付の対象となる緑化施設等面積を除いた面積とする。
（補助金額）

第４条　補助金の額は、対象経費の額に補助事業に係る緑化率の割合から条例第２８条第１項の規定により定められた当該建築物等に係る緑化率の割合を減じて得た割合を補助事業に係る緑化率の割合で除して得た割合を乗じて得た額の２分の１の額（その額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額（その額が５０万円を超えるときは、５０万円）とする。））を限度とし、予算の範囲内において市長が定める額とする。
（補助金の交付申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする者は、建築物等の緑化施設等に係る工事に着手する日の１４日前までに、補助金交付申請書（様式第１号）に次の書類を添えて市長に申請しなければならない。

⑴　事業計画書（様式第２号）
⑵　緑化施設等整備費内訳書（様式第３号）
⑶　工事に係る見積書の写し又は設計書
⑷　事業計画関係図
　　付近見取図、緑化計画平面図、緑化計画立面図、求積図、建築立面図（２面以上）

⑸　施工前写真
ただし、申請時に対象建築物等が未完成の場合には、第８条に規定する事業実績報告書に添付することができる。

⑹　第１２条第２項に規定する公表に関する同意事項確認書

⑺　その他市長が必要と認める書類
（補助金の交付決定）

第６条　市長は、前条の規定による補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等の審査等により、補助事業の目的及び内容が適正であるかどうか等を調査し、補助金を交付すべきと認めたときは、原則として受付順に速やかに補助金の交付の決定をするものとする。

２　市長は、補助金の交付の決定をする場合において、補助金の交付の目的を達成するために必要があるときは、前項の交付の決定に条件を付することができる。

３　市長は、第１項の規定により補助金の交付の決定をしたときは、その決定の内容及びこれに付した条件を補助金交付決定通知書（様式第４号）により当該申請者に通知するものとする。

４　市長は、第１項の規定による調査により，補助金を交付することが不適当と認めたときは、速やかに補助金を交付しない旨の決定をし、補助金不交付決定通知書（様式第５号）により当該申請者に通知するものとする。
　（計画変更の承認）

第７条　前条第３項の規定により通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、規則第１２条第１項各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく事業計画変更申請書（様式第６号）に次の書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなければならない。

⑴　事業変更計画書（様式第７号）
⑵　緑化施設等整備費変更内訳書（様式第８号）
⑶　その他市長が必要と認める書類
　（実績報告等）

第８条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、その完了の日から４０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、事業実績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。

⑴　事業実施報告書（様式第１０号）
　⑵　緑化施設等整備費確定額内訳書（様式第１１号）
　⑶　工事費請求書の写し又は工事契約書の写し
　⑷　施工中及び施工後の写真

　⑸　領収証書その他の収支の事実を証する書類又はその写し

　⑹　その他市長が必要と認める書類
（補助金の額の確定）

第９条　市長は、前条の規定による提出を受けた場合において、事業実績報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該提出に係る補助事業の実績が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第１２号）により補助事業者に通知するとともに、補助金を交付するものとする。

（交付決定の取消し及び補助金の返還）

第１０条　市長は、補助事業者について、規則第１８条第１項に定めるところによるほか、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

　⑴　この要綱の規定若しくは補助金の交付の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
　⑵　虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。
　⑶　その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。

（緑化施設等の維持管理等）

第１１条　補助事業者は、条例第３１条の趣旨に沿って補助事業で整備した緑化施設等を適切に維持管理するよう努めるとともに、補助金の交付後５年間においてその緑化施設等の面積を維持しなければならない。
（公表）

第１２条　市長は、補助事業者の同意を得たときは、当該補助事業者が建築した建築物等を条例で定められた割合を超えて緑化を行った優良な建築物等（以下「優良緑化建築物等」という。）として公表することができる。
２　前項の優良緑化建築物等として公表することができる当該建築物等に係る事項は、次に掲げる事項のうち、公表に関する同意事項確認書（様式第１３号）により補助事業者の同意を得たものに限る。

　⑴　名称
⑵　所在地
⑶　敷地の面積
⑷　緑化施設等の面積
⑸　緑化施設等の概要
⑹　施工後の写真
⑺　その他市長が必要と認める事項
（委任規定）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、都市整備局長が定める。
　　　附　則

１　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

２　各年度の４月１日から４月１４日までの間に、補助金の交付申請をしようとする者に対する第５条の規定の適用については、同項「建築物等の緑化施設等に係る工事に着手する日の１４日前までに」とあるのは「当該年度の４月１日以降速やかに」とする。
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